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所得税法36条１項，２項によりＰの新株予約権の権利行使益の1,000万円と役

員給与1,200万円は収入金額となり，同法28条１項，２項，３項五号により2,005

万円が給与所得の金額となる。Ｐには他に収入はないため，同法22条２項一号に

より総所得金額に算入すべき金額は2,005万円である。 

Ａ社は，法人税法54条の２第１項によりＰの新株予約権行使により給与等課

税事由が生じた日に役務提供を受けたものとし，所轄税務署長に届出をしてい

ることから，同法34条１項二号により事前確定届出給与に該当し，同法34条２項

により不相当に高額な部分の金額がある場合には，損金の額に算入しない。 

Ａ社はＢ社に対し国内で行った課税資産の譲渡等につき，返還をしているこ

とから，その消費税額は，消費税法38条１項により令和６課税期間の課税標準額

に対する消費税額から控除する。一方，Ｃ社への製品甲の販売は，同法７条１項

により消費税が免除されているため，返還金額は考慮されない。 

Ａ社は，Ｄ社の再生計画認可の決定により切り捨てられた450万円を，法人税

法22条３項三号により令和６事業年度の損金の額に算入する。Ｄ社は，Ａ社から

債務免除を受けた450万円を，同法22条２項により令和６事業年度の益金の額に

算入する。 
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法人税法63条１項，64条の２第１項，３項 

○ 

○ 

× 

○ 

○ 

消費税法16条１項 

Ｂ社株式はＡ社が５％保有するため非支配目的株式等となり，

収受した配当等の額1,000万円の20％である200万円を令和６事業

年度の益金の額に算入しない。法人税法23条１項，６項 

所得税法161条１項９号， 212条１項，213条１項１号 

法人税法22条４項， 55条１項 
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102,734,160  

 

8,800,000 00,000 

 66,400,000 

 

 

2,560,000 

7,275,000  

 

13,201,900 

 4,910,000 

252,000  
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300,000,000 

 2,000,000 

78,193,512 

32,756,000 

34,966,300 

 7,301,640 

7,187,500  
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△250,000 

440,000 

1,160,000 

8,144,000 

250,000 

2,050,000 

2,264,800 
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148,215,042 

00,000 

00,000 157,723,722 

2,629,717,600 

156,015,834 

基準 10,890,000 

2,605,297,600 

155,766,468 

9,360,000 


